
現行の情報公表・情報提供の仕組み②  
（認可外保育施設に関する情報）  

○ 現行制度においては、認可外保育施設に対し、利用料、保育士等の配置数及び勤務体制、保険に関する事項等につ   

いて、都道府県に対する報告を義務付けている。  

○ 都道府県知事は、必要と認める事項を取りまとめ、市町村長に通知するとともに、公表するものとされている。  

◎ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）（抄）  
第五十九条のこの五 第五十九条の二第一項に規定する施設の設置者は、毎年、厚卿長  

者脚い。  

2 都道府県知事は、毎年、前項の報告に係る施設の運営の状況その他第五十九条の二第一項に規定する施設に閲し児童の福祉のため必要±  

認める事項を恥ものとする。   

◎ 児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）  
第四十九条の七 法第五十九条のこの五第一項の規定による報告は、次の各号に掲げる事項を都道府県知事の定める日までに提出することにより  
行うものとする。  

一 施設の名称及び所在地  

二 設置者の氏名及び住所又は名称及び主たる事務所の所在地  

三 建物その他の設備の規模及び構造  

四 施設の管理者の氏名及び住所  

五 開所している時間  

六 提供するサービスの内容及び当該サービスの提供につき利用者が支払うべき額に関する事項  

七 報告年月日の前日において保育している乳幼児の人数  

八 入所定員  

九 報告年月日の前日において保育に従事している保育士その他の職員の配置数及び勤務の体制  

十 保育士その他の職員の配置数及び勤務の体制の予定  

十一 保育する乳幼児に関して契約している保険の種類、保険事故及び保険金額  

十二 提携している医療機関の名称、所在地及び提携内容  

十三 その他施設の管理及び運営に関する事項  
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現行の情報公表・情報提供の仕組み③（認定こども園）  

○ 現行制度においては、都道府県に対し、認定こども園を利用しようとする者に対し、施設の名称■所在地等を周知す   

る義務が課せられている。  

◎ 就学前の子どもに関する教育、保育等の■総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）  
（認定こども園に係る情報の提供等）  

第六条 都道府県知事は、第三条第一項又は第二項の認定をしたときは、インターネットの利用、印刷物の配布その他適切な方法により、当該認定を受  
けた施設において提供されるサービスを利用しようとする者仁対し、第四条第一項各号に掲Iずる事項及び教育保育概要（当該施設において行われ  
る教育及び保育並びに子育て支援事業の概要をいう。次条第一項において同じ。）についてその周知を図るものとする。第三条第三項の規定によ  
る公示を行う場合も、同様とする。  

2（略）   

（認定の申請）  

第四条 前条第一項文は第二項の認定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書に、その申請に係る施設が同条第一項各号又は第二項  
各号に掲げる要件に適合していることを証する書類を添付して、これを都道府県知事に提出しなければならない。  
一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名  

二 施設の名称及び所在地  

三 施設において保育する児童福祉法第三十九条第一項に規定する乳児又は幼児の数（満三歳未満の者の数及び満三歳以上の者の数に区分するも  

のとする。）  
四 施設において保育する児童福祉法第三十九条第一項に規定する乳児又は幼児以外の子どもの数（満三歳未満の者の数及び満三歳以上の者の数  

に区分するものとする。）  

五 その他文部科学省令・厚生労働省令で定める事項  

2（略）   

◎ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則（平成十八年文部科学省・厚生労働  
省令第三号）  

（法第四条第一項第五号の文部科学省令・厚生労働省令で定める事項）  

第四条 法第四条第一項第五号の文部科学省令・厚生労働省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。  
一 認定を受ける施設について幼稚園、保育所又は児童福祉法第五十九条第一項に規定する施設のうち同法第三十九条第一項に規定する業務を目  

的とするものの別  

認定こども園の名称  

三 認定こども園の長（認定こども園の一体的な管理運営をつかさどる者をいう。）となるべき者の氏名  
四 教育及び保育の目標並びに主な内容  

五 第二条各号に掲げる事業のうち認定こども園が実施するもの  

■司  
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他の社会保障制度における情報提供制度の例①（医療）  

医療機関に対し、医療機関の医療機能に関する一定の情報について、都道府県への報告を義務づけ、  
都道府県が情報を集約してわかりやすく提供する仕組みを創設（薬局についても同様の仕組みを創設）  

現行制度  改正前制度  

【患者が医療情報を得る手段】   

○ 医療機関の行う広告   

○ インターネット等による広報   

※ 医療機関側による任意の情報   

○ 利用者に対する医療機関内の院内  
掲示  

【見直しの視点】   

○ 必要な情幸削は一律に提供  

○ 情報を集約化   

○ 客観的な情報をわかりやすく提供   

○ 相談・助言機能の充実   
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他の社会保障制度における情報提供制度の例②（介護）  

介護サービス情報の公表制度の主旨  

【介護サービス情報の公表の制度とは】  

・基本的に全ての介護サービス事業所が、利用者の選択に資する情報を自ら公表し、  
標準化された項目についての情報を第三者が客観的に調査・確認し、  的に公  

塑る仕組み  
※ 事業所の評価、格付け」画一化を目的としない。  
※情報について、公平に、いつでも、誰でも閲覧可能とするため、インターネットでの情報開示   

を基本とする。  
・利用者が介護サービス事業所を比較検討・選択することを支援  

・事業者の努力が適切に評価され選択されることを支援  

工  
・利用者が介護サービス事業所に関する情報を入手し、活用することで、主体的に適  
切な介護サービス事業所を選択することができる。  
・利用者の選択が適切に機能することで、介護サービス事業所においてはサービス改  
善への取組が促進され、サービスの質による競争が機能することにより、介護サービス  

全体の質の向上が期待される。   



介護サービス情報の公表制度の仕組み  
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「福祉サービス第三者評価事業」の概要  

1．奄壷サービス第三者芋領主実 の題号・自訴   

○ 意義   

事業者の提供するサービスの質を当事者以外の公正・中立な第三者評価機関が専門的かつ客観   

的な立場から評価する事業。  

○ 邑迫   

個々の事業者が事業運営における問題点を把握し、サービスの質の向上に結びつけること。ま  
た、福祉サービス第三者評価を受けた結果が公表されることにより、結果として利用者の適切   
なサービス選択に資するための情報となること。  

旦L届祉サービス第三者評価事業 の推進遺産  

促進を図るため「福祉サービス第三者評価事業に関する  福祉サービス第三者評価事業の普及  
指針」を発出。平成16年5月7日）   
さらにガイドラインを元に、サービス分野別のガイドラインを検討し、順次通知として発出0  

【全国の推進組織】   

全国社会福祉協議会が、評価事業普及協議会・評価基準等委員会を設置し、福祉サービス  
第三者評価事業の推進及び都道府県推進組織に対する支援を行う0  

【都道府県の推進組織】   

都道府県推進組織が、第三者評価機関認証委員会・第三者評価基準等委員会を設置し、第三  
● ■  十 ▲⊥   ■＿   ′＿   、 ■  

者評価機関の認証、第三者評価基準の策定、第三者評価基準結果の公表等を行う。  
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「福祉サービス第三者評価事業」の推進体制  
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「福祉サービス第三者評価事業」の   

保育所における受審の状況  

受 審 件 数  受 審 率  

H17年度  H18年度  H19年度  H20年度  H17年度  H18年度  H19年度  H20年度   

社会福祉施設等  1，678   1，947   2，835   2，765   1．77％   1．98％   2．87％   2．80％  

うち保育所   529   650   977   799   2．34％   2．86％   4．28％   3．50％   
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※受審率について、各年10月1日時点の施設数を基に算出（平成20年度は集計中のため、平成19年度の施設数を使用。）   

※ 平成20年度の受審件数は速報値。  
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